
平成１７年４月１日～令和２年４月１日における定員管理の進捗状況

（各年度４月１日現在）

68 64 ▲ 4 ▲ 5.88

純減数 純減率

人 人 人

9

％

平成１７年４月１日
職員数

令和２年４月１日
職員数

3 60
注）職員数は、特別会計（国保・介護・簡易水道）の職員を除く。

職員数
人 人 人

3 2 7 7 3 8 8
人 人 人 人 人人

28歳
～
31歳

32歳
～

35歳

36歳
～
39歳

48歳
～
51歳

52歳
～

55歳

注）職員数は、総務省に報告する「地方公共団体定員管理調査」に基づいたもの
です。

人

区分
20歳

未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

56歳
～
59歳

60歳

以上

40歳
～
43歳

7 3

②　年齢別職員構成の状況

人 人 人

（令和２年４月１日現在）

計
44歳
～
47歳

R2
職　　員　　数（人）

11
48 51 54 53 53

21
4

　玉東町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年玉東町条例第９号）に
基づき、玉東町職員の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

　令和２年度に新たに採用された一般職員（特別職（教育長を含む。）及び臨時職員等
を除く。）は３名です。

　令和２年度に離職した一般職員（特別職（教育長を含む。）及び臨時職員等を除
く。）は定年退職０名、普通退職０名、早期退職０名です。

平28 平29 平30 R1 R1
　　　　　　区分
部門 平29

3 3

5 5 6 4 5
9 10 10

8
1 1

5 4 4 4
4 3 3

5 5 5 5

教　　　　育

農林水産

土　　木
民　　生
衛　　生
小　　計

4

議　　会
総　　務
税　　務

2 2
19 20
2

4

合　　　　計

下　水　道
そ　の　他
小　　　計

公
　
営

企
業
等

一
般
行
政

商　　工

7
1

62 64

1

4

9 9 8

64

平30平28

1
1

R2

1 -2

-2 1

10
1

1 -223

2

21 1

1

2
4

1
3 3
1

1 0 0
-1-2 -2 -1

0
-1 -1 0 0
-1 -1

-1

1

6 6 6

0 0 -1

1

4 5

5

4
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対前年増減数（人）
①　部門別職員数の推移

③　定員管理の進捗状況

１　職員の任免及び職員数の状況
（1）　職員の採用

（2）　職員の離職

（3）　職員数

1

66

-1



（単位：千円）

（単位：千円）

43.3

287,283 328,862
なお、表中の空欄箇所につきましては、公表され次第掲載します。
注）１「平均給料額」とは、令和２年４月１日現在における各種ごとの職員の基本給の平均であ
る。
　　２「平均給与額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤
　　　務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において
　　　明らかにされているものである。
　　　　また、「平均給与額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外手当、特殊
　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算
　　　したものである。

54.0
309,100 338,000

国

48.3
48.3

42.3

50.9

国 327,564 408,868 43.2
354,401
327,929

301,498総額

333,856

311,800 321,968

平均年齢(歳)

平均給与額（円）
（国ベース）

平均年齢(歳)

％570,316

人件費（B）

10.2

（令和２年４月１日）
歳出額（A） 人件費比率（B／A）

千円5,235

住民基本台帳人口

　一般会計における過去５年間の職員人件費の推移は、次のとおりです。

5,587,041

H29

千円人

H28
         年度
人件費

玉東町

②　技能労職

366,931

平均給与額（円）

２　職員の給与の状況

平均給与額（円）
平均給与額（円）

（国ベース）

347,990

①　一般行政職

327,789 396,988

給料

295,098

期末・勤勉手当

83,548

給与費

熊本県
308,100 337,321

区　　分 平均給料額（円）

　一般行政職及び技能労務職の平均給料月額及び平均年齢は、次のとおりです。
                                                      （令和２年４月１日現在）

295,098

R1

計（B)

R2

321,352

4,91822,281

職員手当

H30

（1）　人件費の状況（令和２年度一般会計決算）

（2）　職員人件費の推移（普通会計決算）

（3）　職員給与費の状況（令和２年度一般会計決算）

（4）　職員の平均給料月額及び平均年齢

60 189,269

注）職員手当には、退職手当及び児童手当は含まれていません。

１人当りの給与費
（Ｂ／A）

　令和２年度一般会計決算における職員給与の状況は、次のとおりです。

職員数（A)

平均給料額（円）

玉東町

区　　分

熊本県
うち調理士

309,100
309,100

338,000309,100



注）１職員数は、総務省の「地方公務員給与実態調査」に基づいたものです。
　　２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名をいいます。

月分

（令和２年４月１日現在）

無

①　期末・勤勉手当及び退職手当

（令和２年度支給実績）

無

玉東町

２級

（5）　ラスパイレス指数の推移

（6）　一般行政職の級別職員数

　地方公共団体の給与水準の指標として、ラスパイレス指数があります。これは、国家
公務員の給与水準を１００として比較したものです。
　令和２年の玉東町のラスパイレス指数は９６．９でした。

　職員は、職務の複雑性、困難性及び責任の度合いにより職務の級に分類されていま
す。級別職員の状況は次のとおりです。

５級

熊本県 国

1.300

0.95

月分

課　長
審議員

53

定年前早期退職特例措置　2～45％

24.586875月分

1.250

100.0
1

1.9構成比（％）

　年２回支給される民間のボーナスに当たる期末手当及び勤勉手当と退職時に給与月額と勤
務年数に応じて支給される退職手当があります。なお、勤勉手当については、人事評価の結
果を反映し勤務成績に応じた割合で支給しています。

計４級

11
20.8

１級

職員数（人）

６級

統括課長

期
末
手
当

区分

(

民
間
の
ボ
ー

ナ
ス
に
相
当

)

期
末
勤
勉
手
当 月分

14

１２月期

6
9.4 26.4

計

0.95 月分

0.95

1.250 月分

5

1.300

16
30.2

月分1.250

1.300６月期

月分

月分

0.95

0.95

月分

月分

１２月期

２０年勤続

勤
勉
手
当

職段階に応じた加算　あり

24.586875月分

月分

19.6695月分

６月期

19.6695月分

月分

自己都合 応募認定・定年

職段階に応じた加算　あり 職段階に応じた加算　あり

4.450

自己都合

4.450

33.27075月分

自己都合

24.586875月分 19.6695月分

28.0395月分

応募認定・定年

33.27075月分33.27075月分

応募認定・定年

28.0395月分

39.7575月分47.409月分 47.409月分

47.409月分47.409月分47.409月分 47.409月分

退
職
手
当

２５年勤続

無

３５年勤続 39.7575月分 47.409月分

28.0395月分

その他加算措置 定年前早期退職特例措置　2～45％ 定年前早期退職特例措置　2～45％

47.409月分47.409月分最高限度額

39.7575月分

退職時特別昇給

主　事
課長補佐
主　幹

３級

（7）　職員手当

区　　分

標準的な
職務内容

主　事

11.3

4.450 月分

月分

0.95

主　査

月分

95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 年度

ラスパイレス指数の推移 ラスパイレス指数



交通用具
（自動車等）

（月額支給）

玉東町

　通勤手当は、通勤距離が片道２ｋｍ以上で、公共交通機関（電車等）を利用する職員又
は交通用具（自動車等）を使用する職員に対して支給されます。

保健介護課担当職員

4 種類
主な支給対象職員
税務課職員

保健介護課担当職員

（単位：千円）

　家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給

通勤距離に応じて 通勤距離に応じて

期末手当

　距離区分に応じて2,300円
から33,100円までの範囲内で
支給

国

給与月額
⑦　特別職の報酬等

収入役

職名

545,000円
733,000円

副議長
議長

議員

町長
副町長

職名

原則6カ月定期券額
（1ヵ月当たり限度額55,000
円）

区　　　分

6月期　　　1.65月分
12月期　　　1.65月分

（令和２年４月１日現在）

―

236,000円
260,000円

6,500

熊本県

（月額支給）

315,000円
報酬月額

交通機関
（電車・バス等）

熊本県

（令和２年度支給実績）

（単位：円／月）

原則6カ月定期券額
（1ヵ月当たり限度額55,000
円）

　運賃額55,000円までは全
額、55,000円を超える部分に
ついては1／2を支給

国

300

支給実績

③　時間外手当の推移　

％
円

3.30

②　特殊勤務手当

税務手当

円600

　著しく危険、不快、不健康、困難その他特殊な勤務に従事したときに支給される手当
で、その従事した日数等に応じて支給されます。

10,377

玉東町

R1

伝染病防疫作業手当

職員全体に占める手当支給職員の割合
支給対象職員１人当たり平均支給年額
手当の種類(手当数)

結核患者等訪問指導手当
狂犬病防疫作業手当

手当の名称

6,7535,380

配偶者

町民福祉課担当職員

H29 H30 R2

熊本県 国区　　　　　　　分

H28

182 110

6,500

3,179

51

6,500

7,071

116

6,500

１６歳～２２歳の子がいる場合の加算

④　扶養手当

10,000

借家・アパート

5,000 5,000

　家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給

　家賃の額に応じて27,000
円を限度に支給

子 10,000

⑤　住居手当

10,000

⑥　通勤手当

総　　　額

職員一人当り

父母等

自　　　　宅

区　　　分

―

玉東町

―

            年度
支給額

5,000

6,500 6,500
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00 0 0 0

0

　年次有給休暇は、採用された年を除き毎年２０日付与され、与えられた日数をその年に
使用しなかった場合は、最高２０日を限度として翌年に繰り越すことができます。
　なお、令和２年１月１日～令和２年１２月３１日までの全期間に在職した職員(育児休業
者、休職及び派遣者を除く。）一人当たりの年次有給休暇の平均取得日数は、７．８日で
す。

　分限処分とは、職員が充分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維持するた
めに行う処分をいい、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公務における秩序を維持す
るために職員の責任を追及する処分を言います。
　令和２年度の処分の状況は、次のとおりです。

0

合　　　　　　　　　　　　　　　計

地方公務員法第28条第4項により失職した者

0 0

降任 免職

心身の故障の場合

休職 合計

0

0 0

0

地方公務員法

第28条第1項1号

第28条第1項2号、
第2項1号

第28条第2項2号

第28条第1項4号

第28条第1項3号

00

0

（単位：人）

1 1

免職 合計

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行のあった場合

第29条第1項3号 0 0

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

第29条第1項2号

処分事由

0 0

0 0

地方公務員法 戒告 減給

合　　　　　　　　　　　　　　　計

法令に違反した場合 第29条第1項1号

0

0

0

0 0

0

0

0

停職

0

0 0 1 1

0 0 0

（1）　勤務時間

（単位：人）

始　　業

8時30分

失職

勤務実績が良くない場合

職に必要な適格性を欠く場合

１日の
勤務時間

７時間４５分

（令和２年４月１日現在）

無給の休憩時間

12時00分～13時00分

終　　業

17時15分

勤　務　時　間　の　割　振　り

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（2）　年次有給休暇

（1）　分限処分

（2）　懲戒処分

１週間の
勤務時間

３８時間４５分

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

処分事由



人事評価による勤務成績

研修の名称
（自庁研修）

人事評価実務研修 2

新任係長研修（中止）

修了者数
（延べ人数）

研修の名称
（玉名圏域定住自立圏合同研修）

修了者数
（延べ人数）

e-ラニング研修（13講座） 41

６　職員の研修及び勤務成績の判定の状況

(単位：件）

　職員の研修については、職員の勤務能率の発揮及び増進のため、様々な研修を行ってい
ます。
　また、職員の職務執行における勤務成績の評定につきまして令和元年度より実施してい
ます。
　令和２年度の職員研修の実施状況及び勤務成績については、次のとおりです。

(単位：人)

修了者数
（延べ人数）

0一般職員2部研修（中止）

修了者数
（延べ人数）

研修の名称
（熊本県市町村職員研修協議会主催）

2

５　職員の服務の状況

営利企業等の従事許可

区　　　　　　分 申請件数

39

許可件数

39

PowerPoint応用コース 1

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務の遂行にあっては、全力
を挙げてこれに専念しなければならないとされており、法令及び職務命令に従う義務をは
じめとして、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務など、服務上の
制約が課せられています。
　この制約の一つとして、営利企業等の従事制限がありますが、任命権者が職務の遂行に
悪影響を及ぼさないと判断したときは、営利企業上への従事を許可することができるもの
とされています。
　令和２年度の営利企業等の従事許可の状況は、次のとおりです。

中堅職員研修（中止） 0

Excel基礎コース 1

0
0

研修の名称
（熊本県市町村職員研修協議会主催）

新任課長研修（中止）
3
1
1

一般職員1部研修

住民向け文書作成力向上研修
word応用コース

新規採用職員研修

評価区分
特に優秀
優秀

(単位：人)
人数

良好
良好でない

1
7
52
0



人間ドック助成

(1)　厚生制度

　職員の保健、その他厚生に関する事項について計画をして実施しています。
　令和２年度の実施状況については、次のとおりです。

採用なし

その他厚生に関すること

職員の保健に関すること

安全衛生推進者による活動推進

内　　　　　　　容 実　施　状　況

８　職員の競争試験及び選考の状況

健康相談

定期健康診断
健康診断

区　　　　　　　　分

新型コロナウイルス感染防止
のため中止

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

職員レクレーション

健康相談・指導
安全衛生管理


